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◎調達機関番号 109 ◎所在地番号 13

〇整理番号 国調 2010第 1002号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 ３
] 購入等件名及び予定数量
液化アルゴン 65¶000Ｓｍ３

^ 調達件名の特質等
純度 99•999％以上
酸素 0•5ＰＰＭ以下
露点 －72℃以下

_ 納入期間 平成23年４月１日から平成24年
３月31日までの期間において、日本電信電話
株式会社が別途指定する期日。

` 納入場所 日本電信電話株式会社 ＮＴＴ
厚木研究開発センタ内

a 入札方法 この物品の入札は単価での入札
を行ないその入札金額には消費税（５％）を
含まない金額を記入する。

２ 競争参加資格 日本電信電話株式会社公告第
17号（平成22年12月28日）２項に示す競争参加
資格を満足するもの。
３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒180`8585 東京都武蔵野市緑町３`９`

11 日本電信電話株式会社 情報流通基盤総
合研究所 企画部総務経理会計契約担当 北
出 剛二
ＴＥＬ （0422）59`2750

ＦＡＸ （0422）59`2778

] 入札説明書の交付方法及び問い合わせ先
平成22年12月28日～平成23年２月25日の間に
おいて、上記３の\の交付場所にて交付。な
お、下記の場所においても入札説明書の交付
および問い合わせを行なう。
ａ．NTTAmerica,Inc.

Corporate Headquarters 101 Park Av-

enue, 41st Floor, New York, NY 10178,

U.S.A.

Telephone : +1`212`808`2296

Fax : +1`212`661`1078

ｂ．NTT Europe Limited

Corporate Headquarters 3rd Floor,

Devon House, 58`60 Street, KatharineÐs

Way, London E1W 1LB, U.K.

Telephone : +44`20`7977`1000

Fax : +44`20`7977`1001

ｃ．NTT Europe Limited, Dusseldorf

Branch

Immermannstrasse 40, 40210 Dus-

seldorf, F.R. Germany

Telephone : +49`211`164700

Fax : +49`211`1647047

ｄ．NTT Europe Limited, Paris Branch

Tour Europlaza-17 eme etage 20 av-

enue Andre Prothin 92927 Paris La De-

fense Cedex France

Telephone : +33`1`7302`0203

Fax : +33`1`47`17`29`09

ｅ．NTT Advanced Technology Corpora-

tion US Office

1741 Technology Dr., Suite 380, San

Jose, CA 95110, U.S.A

Telephone : +1`408`392`4280

Fax : +1`408`573`7721

^ 入札、開札の日時及び場所
日時：平成23年３月４日（金）

午前11時00分（日本時間）
場所：情報流通基盤総合研究所

企画部総務経理グループ
会計契約担当 入札室

４ その他
\ 入札手続きにおいて使用する言語及び通貨
使用する言語 日本語又は英語
使用する通貨 日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 本入札に参加し
ようとする者は、入札に先立ち所定の申請書
類及び入札物品が仕様を満足していることを
証明するための書類を、平成23年２月25日午
後３時（現地時間）までに３項\または]ａ～
ｅに示す窓口に提出して下さい。郵送による
場合は３項\において受付けます。

_ 入札の無効 日本電信電話株式会社公告第
17号（平成22年12月28日）４項_に示す「入
札の無効」に該当するもの。

` 落札者の決定方法 ＮＴＴが求める技術的
内容を満足し、目標価格の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った者を落札者とし
ます。
なお、日本電信電話株式会社公告第17号（平
成22年12月28日）４項`項に示す落札者の基
本的要件を満足することが必要です。

５ Summary

\ Person responsible for the procurement :

Mr. Kashiki, Senior Manager, Information

Sharing Laboratory Group

] Classification of the products to be pro-

cured : 3

^ Nature and quantity of the products to be

purchased :

Product and Estimated Quantity :

Liquefied Argon Gas 65,000Sm3

Nature :

Purity more than 99.999%

Oxygen below 0.5 PPM

Dew Point below -72℃
_ Delivery period : April 1, 2011～March

31, 2012

` Delivery Place : Science & Core Technol-

ogy Laboratory Group, Nippon Telegraph

and Telephone Corporation.

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures :

Same as the notice on Nippon Telegraph

and Telephone Corporation No.17 (De-

cember 28, 2010)

Application for tender should be made by

completing the prescribed application

forms and submitting them by 3 p.m. Feb.

25, 2011 to the address in 5c.

b Time-limit for tender : 11 : 00 a.m. Mar. 4,

2011 (Japan Standard Time)

c Contact point for the notice : Address at

which necessary documents and informa-

tion may be obtained :

ａ．Accounting and Contract Section Plan-

ning Department, Information Sharing

Laboratory Group, Nippon Telegraph

and Telephone Corporation.

Attn. : Mr. Kitade 3`9`11, Midori-Cho,

Musashino-shi Tokyo, 180`8585, Japan

TEL : +81`422`59`2750

FAX : +81`422`59`2778

ｂ．Same as the notice above No. 3]æ-ê

d Bidding guarantee deposit／Performance

guarantee deposit : Exemption

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年 12月 28日
契約責任者
日本郵政株式会社京都逓信病院長

平井 文彦
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 26

１ 調達内容
\ 品目分類番号 26

] 購入物品及び数量 京都逓信病院で使用す
る電気 予定1¶139¶000kWh

^ 購入物品の特質等 入札説明書による。
_ 供給期間 平成23年４月１日から平成24年
３月31日まで

` 需要場所 京都逓信病院
a 入札及び開札の日時及び場所 平成23年２
月18日午後１時 京都逓信病院会議室

２ 競争参加資格
\ 下記ア、イ、ウ及びエに該当しない者であ
ること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記各号の一に該当すると認められる者
でその事実があった後２年間を経過してい
ない者。代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。
Ê 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者

Ë 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者

Ì 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者

Í 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者

Î 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者

Ï その他、日本郵政株式会社に損害を与
えた者

ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
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